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(57)【要約】
　本発明に係る樹脂被膜金属板は、金属板の両面に樹脂
被膜層を備える樹脂被膜金属板であって、成形加工後に
容器の外面側に位置する樹脂被膜層がエチレンテレフタ
レート単位９７ｍｏｌ％以上であり、且つ、０．０５Ｐ
ＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内のワックス成分を含有し
、金属板に被覆された後の結晶化熱量と融解熱量との差
が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以
下の範囲内にある樹脂材料によって形成されていること
を特徴とする。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属板の両面に樹脂被膜層を備える樹脂被膜金属板であって、成形加工後に容器の外面
側に位置する樹脂被膜層がエチレンテレフタレート単位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分
とし、且つ、０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内のワックス成分を含有し、金属板
に被覆された後の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上
２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にあることを特徴とする樹脂被膜金属板。
【請求項２】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が５ＰＨＲ以上３０ＰＨＲ以下の酸化
チタンを含有することを特徴とする請求項１に記載の樹脂被膜金属板。
【請求項３】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が２層以上の構造を有し、各層の樹脂
被膜層がいずれもエチレンテレフタレート単位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分とし、最
表面から１μｍ以上５μｍ以下のワックス成分を含有する層を有し、ワックスを含有して
いる層での樹脂量に対するワックス量及び樹脂被膜層全体の樹脂量に対するワックス量が
共に０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内にあり、金属板に被覆された後の樹脂被膜
層の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以
下の範囲内にある樹脂材料によって形成されていることを特徴とする請求項１に記載の樹
脂被膜金属板。
【請求項４】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が２層以上の構造を有し、各層の樹脂
被膜層がいずれもエチレンテレフタレート単位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分とし、最
表面から１μｍ以上５μｍ以下のワックス成分を含有する層を有し、ワックスを含有して
いる最表面層での樹脂量に対するワックス量及び樹脂被膜層全体の樹脂量に対するワック
ス量が共に０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内にあり、樹脂被膜層全体の樹脂量に
対する酸化チタン量が５ＰＨＲ以上３０ＰＨＲ以下の範囲内にあり、且つ、少なくとも最
表面から１μｍの深さまでは、酸化チタン量が２ＰＨＲ以下の範囲内にあり、金属板に被
覆された後の樹脂被膜層の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ
／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にあることを特徴とする請求項１～３のうち、いずれか
１項に記載の樹脂被膜金属板。
【請求項５】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が最表面層、少なくとも１層の中間層
、及び最下層からなる３層以上の構造を有し、各樹脂被膜層がいずれもエチレンテレフタ
レート単位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分とし、最表面及び最下面からそれぞれ１μｍ
以上５μｍ以下のワックス成分を含有する層を有し、ワックスを含有している層での樹脂
量に対するワックス量及び樹脂被膜層全体の樹脂量に対するワックス量が共に０．０５Ｐ
ＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内にあり、金属板に被覆された後の樹脂被膜層の結晶化熱量
と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にあ
ることを特徴とする請求項１又は３に記載の樹脂被膜金属板。
【請求項６】
　前記樹脂被膜層全体の樹脂量に対する酸化チタン量が５ＰＨＲ以上３０ＰＨＲ以下の範
囲内にあり、且つ、少なくとも最表面から１μｍまでと、最下面から１μｍまでの範囲で
の酸化チタン量が２ＰＨＲ以下の範囲内にあることを特徴とする請求項１～５のうち、い
ずれか１項に記載の樹脂被膜金属板。
【請求項７】
　成形加工後に容器の内面側に位置する樹脂被膜層が、金属板に被覆された後の結晶化熱
量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内に
ある樹脂材料によって形成されていることを特徴とする請求項１～６のうち、いずれか１
項に記載の樹脂被膜金属板。
【請求項８】
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　成形加工後に容器の内面側に位置する樹脂被膜層が、エチレンテレフタレート単位９７
ｍｏｌ％以上である樹脂材料によって形成されていることを特徴とする請求項１～７のう
ち、いずれか１項に記載の樹脂被膜金属板。
【請求項９】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層の水との接触角が、成形加工後に８２
°以上１００°以下の範囲内にあることを特徴とする請求項１～８のうち、いずれか１項
に記載の樹脂被膜金属板。
【請求項１０】
　請求項１～９のうち、いずれか１項に記載の樹脂被膜金属板の製造方法であって、二軸
延伸フィルムを、樹脂の融点以上に加熱した金属板の両面に熱融着させることを特徴とす
る樹脂被膜金属板の製造方法。
【請求項１１】
　請求項１～９のうち、いずれか１項に記載の樹脂被膜金属板を成形加工することによっ
て形成された金属容器であって、金属容器の外面側に位置する樹脂被膜層の水との接触角
が８２°以上１００°以下の範囲内にあることを特徴とする金属容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属板の両面に樹脂被膜層を備える樹脂被膜金属板、樹脂被膜金属板の製造
方法、及び金属容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、金属容器は２ピース缶と３ピース缶とに大別される。２ピース缶とは、缶底と
一体になった缶体と蓋との２つの部分によって構成される金属容器である。３ピース缶と
は、缶胴、上蓋、及び底蓋の３つの部分によって構成される金属容器である。２ピース缶
の缶体は、シーム部（溶接部）を有さないために外観が美麗である反面、絞り加工法等で
製造されるため、一般に高い加工度が要求される。これに対して、３ピース缶の缶胴は、
シーム部を有するために２ピース缶の缶体と比較すると外観が劣るが、高い加工度は必要
ではない。２ピース缶の加工においては、金属容器の容量が大きくなるほど加工度が高く
なるため、一般に小容量の金属容器に対しては２ピース缶が使用され、大容量の金属容器
に対しては３ピース缶が使用される傾向がある。
【０００３】
　２ピース缶の素材としては、金属板の両面に樹脂被膜層を備える樹脂被膜金属板を素材
として、絞り加工法やＤＩ（Draw　&　Ironing）加工法によって缶体を製造する技術が提
案されている（特許文献１～３参照）。また、このような樹脂被膜金属板を成形した缶体
の意匠性を高めるため、印刷処理等が可能なように成形加工後に金属容器の外面側に位置
する樹脂被膜層に白色顔料を添加する技術も提案されている（特許文献４，５参照）。し
かしながら、これらは、比較的加工度の低い食缶等の用途に限られており、２ピース缶の
中でも、エアゾール缶等のように缶サイズが大きくて絞りの加工度が高く、缶の高さ方向
の延伸度が大きい２ピース缶、すなわち加工度が高い２ピース缶における成形では、被覆
した樹脂に成形傷や凹凸等の欠陥が出やすく適用が困難であった。特に意匠性向上のため
に白色顔料を添加した樹脂を被覆した金属板を成形した缶体においては、外観欠陥が発生
しやすく意匠性が大きく低下するため、加工度の高い用途には使用できなかった。このよ
うな加工度の高い２ピース缶用材料として、樹脂被膜層の結晶化度を制御することによっ
て成形加工後の熱処理による外観欠陥を抑制する技術が提案されている（特許文献６参照
）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特公平７－１０６３９４号公報
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【特許文献２】特許第２５２６７２５号公報
【特許文献３】特開２００４－１４８３２４号公報
【特許文献４】特開平８－１６９０９８号公報
【特許文献５】特開２００４－１３０５３６号公報
【特許文献６】国際公開第２０１３／０３０９７２号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の発明者らは、樹脂被膜金属板を用いて加工度が高い２ピース缶の缶体に成形し
、加工後の樹脂被膜層と金属板との密着性、成形加工後に金属容器の内面側に位置する樹
脂被膜層の被覆性、及び成形加工後に金属容器の外面側に位置する表面側の樹脂被膜層の
意匠性を高める目的で熱処理を行った結果、表面側の樹脂被膜層に成形傷や微小凹凸等に
起因する外観上の欠陥が発生することを知見した。このため、樹脂被膜金属板を用いて加
工度が高い２ピース缶の缶体を製造するためには、成形及び熱処理によって外観上の欠陥
が発生しないようにする必要がある。
【０００６】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、その目的は、成形及び熱処理によって
外観上の欠陥が発生することを抑制可能な樹脂被膜金属板、樹脂被膜金属板の製造方法、
及び金属容器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の発明者らは、鋭意研究を重ねてきた結果、成形傷は成形時における工具と樹脂
被膜層との間の摺動性不足に起因するものであることを知見した。また、熱処理によって
発生する外観上の欠陥は、成形加工の際に発生した樹脂被膜層内の残留応力が熱処理によ
って緩和されることにより、樹脂被膜層が不均一に変形し、不均一な顔料の分布が形成さ
れるために発生することを知見した。そして、本発明の発明者らは、この知見に基づきさ
らに研究を重ねた結果、成形傷は樹脂被膜層中にワックスを添加することにより抑制され
、また熱処理後の微小凹凸は特定の樹脂組成の樹脂被膜層において結晶化度を制御するこ
とにより成形加工後の樹脂被膜層の残留応力を低減することで抑制できるという技術思想
を想到するに至った。
【０００８】
　本発明に係る樹脂被膜金属板は、金属板の両面に樹脂被膜層を備える樹脂被膜金属板で
あって、成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が、エチレンテレフタレート単
位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分とし、且つ、０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲
内のワックス成分を含有し、金属板に被覆された後の結晶化熱量と融解熱量との差が単位
重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にあることを特徴とする。
【０００９】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が５ＰＨＲ以上３０ＰＨＲ以下の酸化
チタンを含有していることが好ましい。
【００１０】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が２層以上の構造を有し、各層の樹脂
被膜層がいずれもエチレンテレフタレート単位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分とし、最
表面から１μｍ以上５μｍ以下のワックス成分を含有する層を有し、ワックスを含有して
いる層での樹脂量に対するワックス量及び樹脂被膜層全体の樹脂量に対するワックス量が
共に０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内にあり、金属板に被覆された後の樹脂被膜
層の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以
下の範囲内にあることが好ましい。
【００１１】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が２層以上の構造を有し、各層の樹脂
被膜層がいずれもエチレンテレフタレート単位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分とし、最
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表面から１μｍ以上５μｍ以下のワックス成分を含有する層を有し、ワックスを含有して
いる最表面層での樹脂量に対するワックス量及び樹脂被膜層全体の樹脂量に対するワック
ス量が共に０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内にあり、樹脂被膜層全体の樹脂量に
対する酸化チタン量が５ＰＨＲ以上３０ＰＨＲ以下の範囲内にあり、且つ、少なくとも最
表面から１μｍの深さまでは、酸化チタン量が２ＰＨＲ以下の範囲内にあり、金属板に被
覆された後の樹脂被膜層の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ
／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にあることが好ましい。
【００１２】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層が最表面層、少なくとも１層の中間層
、及び最下層からなる３層以上の構造を有し、各樹脂被膜層がいずれもエチレンテレフタ
レート単位９７ｍｏｌ％以上の樹脂を主成分とし、最表面及び最下面からそれぞれ１μｍ
以上５μｍ以下のワックス成分を含有する層を有し、ワックスを含有している層での樹脂
量に対するワックス量及び樹脂被膜層全体の樹脂量に対するワックス量が共に０．０５Ｐ
ＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内にあり、金属板に被覆された後の樹脂被膜層の結晶化熱量
と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にあ
ることが好ましい。
【００１３】
　前記樹脂被膜層全体の樹脂量に対する酸化チタン量が５ＰＨＲ以上３０ＰＨＲ以下の範
囲内にあり、且つ、少なくとも最表面から１μｍまでと、最下面から１μｍまでの範囲で
の酸化チタン量が２ＰＨＲ以下の範囲内にあることが好ましい。
【００１４】
　成形加工後に容器の内面側に位置する樹脂被膜層が、金属板に被覆された後の結晶化熱
量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内に
ある樹脂材料によって形成されていることが好ましい。
【００１５】
　成形加工後に容器の内面側に位置する樹脂被膜層が、エチレンテレフタレート単位９７
ｍｏｌ％以上である樹脂材料によって形成されていることが好ましい。
【００１６】
　成形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層の水との接触角が、成形加工後に８２
°以上１００°以下の範囲内にあることが好ましい。
【００１７】
　本発明に係る樹脂被膜金属板の製造方法は、樹脂被膜層を形成するために、二軸延伸フ
ィルムを使用して、樹脂の融点以上に加熱した金属板の両面にフィルムを熱融着させるこ
とを特徴とする。金属板の加熱温度を（樹脂の融点＋５０℃）以下にするとさらに好まし
い。
【００１８】
　本発明に係る金属容器は、本発明に係る樹脂被膜金属板を成形加工することによって形
成された金属容器であって、金属容器の外面側に位置する樹脂被膜層の水との接触角が８
２°以上１００°以下の範囲内にあることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明に係る樹脂被膜金属板、樹脂被膜金属板の製造方法、及び金属容器によれば、成
形加工後に容器の外面側に位置する樹脂被膜層の成形傷及び残留応力を低減できるので、
成形及び熱処理によって外観上の欠陥が発生することを抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】図１は、本発明の一実施形態である樹脂被膜金属板の構成を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、図面を参照して、本発明の一実施形態である樹脂被膜金属板について説明する。
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【００２２】
　図１は、本発明の一実施形態である樹脂被膜金属板の構成を示す断面図である。図１に
示すように、本発明の一実施形態である樹脂被膜金属板１は、金属板２と、金属板２の一
方の面側に形成された樹脂被膜層３と、金属板２の他方の面側に形成された樹脂被膜層４
と、を備えている。樹脂被膜層３及び樹脂被膜層４はそれぞれ、成形加工後に金属容器の
外面側及び内面側に位置する。
【００２３】
　金属板２は、ぶりきやティンフリースチール等の鋼板によって形成されている。ぶりき
としては、０．５～１５ｇ／ｍ２の錫めっき量を有するものを用いるとよい。ティンフリ
ースチールは、付着量５０～２００ｍｇ／ｍ２の金属クロム層と、その上層に金属クロム
換算の付着量が３～３０ｍｇ／ｍ２のクロム酸化物層とを有するとよい。鋼板は、目的の
形状に成形できるものであれば特にその種類を問わないが、以下に示すような成分や製法
のものが望ましい。
【００２４】
（１）Ｃ（カーボン）量が０．０１～０．１０％程度の低炭素鋼を用い、箱焼鈍で再結晶
焼鈍したもの。
（２）Ｃ量が０．０１～０．１０％程度の低炭素鋼を用い、連続焼鈍で再結晶焼鈍したも
の。
（３）Ｃ量が０．０１～０．１０％程度の低炭素鋼を用い、連続焼鈍で再結晶焼鈍及び過
時効処理したもの。
（４）Ｃ量が０．０１～０．１０％程度の低炭素鋼を用い、箱焼鈍又は連続焼鈍で再結晶
焼鈍した後、２次冷間圧延（ＤＲ（Double　Reduced）圧延）したもの。
（５）Ｃ量が概ね０．００３％以下程度の極低炭素鋼にＮｂ，Ｔｉ等の固溶したＣを固定
する元素を添加したＩＦ（Interstitial　Free）鋼を用い、連続焼鈍で再結晶焼鈍したも
の。
【００２５】
　鋼板の機械的特性は、目的の形状に成形できるものであれば特に限定されないが、加工
性を損なわず、且つ、十分な缶体強度を保つために、降伏強度ＹＰが２２０ＭＰａ以上５
８０ＭＰａ以下程度のものを用いることが望ましい。塑性異方性の指標であるランクフォ
ード（ｒ値）については０．８以上であるものが望ましく、ｒ値の面内異方性Δｒについ
ては、その絶対値が０．７以下であるものが望ましい。鋼板の板厚は、目的の缶の形状や
必要となる缶体強度から適宜設定できる。鋼板自体及び缶体のコスト上昇を抑制する観点
から、概ね０．１５～０．４ｍｍ程度の板厚のものを用いることが望ましい。
【００２６】
　なお、上記の特性を達成するための鋼の成分は特に限定されるものではないが、例えば
、Ｓｉ，Ｍｎ，Ｐ，Ｓ，Ａｌ，Ｎ等の成分を含有すればよく、Ｓｉの含有量は０．００１
～０．１％の範囲内、Ｍｎの含有量は０．０１～０．６％の範囲内、Ｐの含有量は０．０
０２～０．０５％の範囲内、Ｓの含有量は０．００２～０．０５％の範囲内、Ａｌの含有
量は０．００５～０．１００％の範囲内、Ｎの含有量は０．０００５～０．０２０％の範
囲内にあることが好ましい。また、Ｂ，Ｃｕ，Ｎｉ，Ｃｒ，Ｍｏ，Ｖ等の他の成分を含有
してもよいが、耐食性等を確保する観点から、これら他の成分の含有量は総量で０．０２
％以下であることが望ましい。
【００２７】
　樹脂被膜層３は、エチレンテレフタレート単位が９７ｍｏｌ％以上、好ましくは９８ｍ
ｏｌ％以上の樹脂材料によって形成されている。エチレンテレフタレート単位が９７ｍｏ
ｌ％未満である場合、成形時の工具との摺動で発生する熱により樹脂が軟化するため成形
傷が発生しやすくなると共に、熱処理後の表面凹凸が発生しやすくなる。また、樹脂被膜
層３は、単層でも２層以上の構造になっていてもよいが、各層中の樹脂はそれぞれエチレ
ンテレフタレート単位が９７ｍｏｌ％以上となるようにする。
【００２８】
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　樹脂被膜層４は、樹脂被膜層３と金属板２の両面にそれぞれ貼り合わせることから、樹
脂被膜層３の樹脂と近い温度で溶融すると製造しやすいため、樹脂被膜層３の樹脂と同等
の融点であることが好ましく、エチレンテレフタレート単位が９７ｍｏｌ％以上であるこ
とが好ましい。また、樹脂被膜層４も、単層でも２層以上の構造になっていてもよいが、
各層中の樹脂はそれぞれエチレンテレフタレート単位が９７ｍｏｌ％以上であることが好
ましい。
【００２９】
　樹脂被膜層３，４中の樹脂は、耐熱性や加工性を損なわない範囲で他のジカルボン酸成
分、グリコール成分を共重合させてもよい。ここで、樹脂被膜層３の場合は、樹脂中の３
ｍｏｌ％未満の範囲内とする。また、樹脂被膜層４の場合も樹脂中の３ｍｏｌ％未満の範
囲内とすることが好ましい。ジカルボン酸成分としては、イソフタル酸、ナフタレンジカ
ルボン酸、ジフェニルジカルボン酸、ジフェニルスルホンジカルボン酸、ジフェノキシエ
タンジカルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、フタル酸等の芳香族ジカルボン
酸、シュウ酸、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、ダイマー酸、マレイン酸、フマル酸
等の脂肪族ジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン酸等の脂環族カルボン酸、ｐ－オキ
シ安息香酸等のオキシカルボン酸等を例示できる。グリコール成分としては、プロパンジ
オール、ブタンジオール、ペンタンジオール、ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコー
ル等の脂肪族グリコール、シクロヘキサンジメタノール等の脂環族グリコール、ビスフェ
ノールＡ、ビスフェノールＳ等の芳香族グリコール、ジエチレングリコール等を例示でき
る。なお、これらのジカルボン酸成分及びグリコール成分は２種以上を併用してもよい。
【００３０】
　樹脂被膜層３，４を形成する樹脂材料は、その製法によって限定されることはない。例
えば、（１）テレフタル酸、エチレングリコール、及び共重合成分をエステル化反応させ
、次いで得られる反応生成物を重縮合反応させて共重合ポリエステルとする方法や、（２
）ジメチルテレフタレート、エチレングリコール、及び共重合成分をエステル交換反応さ
せ、次いで得られる反応生成物を重縮合反応させて共重合ポリエステルとする方法等を利
用して、樹脂材料を形成することができる。また、エチレンテレフタレート樹脂とブチレ
ンテレフタレート樹脂等の他の樹脂を混合して樹脂材料を形成してもよい。共重合ポリエ
ステルの製造においては、必要に応じて、蛍光増白剤、酸化防止剤、熱安定剤、紫外線吸
収剤、帯電防止剤等の添加物を添加してもよい。白色度を向上させる場合には、蛍光増白
剤の添加は有効である。このような組成の樹脂をＴダイから溶融押出しして薄膜に成形し
た後に縦方向及び横方向に延伸して製造する二軸延伸フィルムを用いることが好ましい。
【００３１】
　金属板２への被覆時に樹脂被膜層３，４をその融点以上の温度とする時間は１～３０ｍ
ｓｅｃの範囲内にすることが望ましい。被覆時の加圧圧力は、特に限定されないが、面圧
を９．８～２９４Ｎ（１～３０ｋｇｆ／ｃｍ２）の範囲内にすることが望ましい。面圧が
この範囲より小さい場合、金属板２と樹脂被膜層３，４との界面の温度が融点以上であっ
ても、融点以上の温度になっている時間が短時間であるため樹脂被膜層３，４の溶融が不
十分となり、樹脂被膜層３，４と金属板２との十分な密着性を得られないことがある。一
方、面圧がこの範囲より大きい場合、樹脂被膜層３，４が溶融してロールに接着する溶着
が発生することがある。
【００３２】
　容器の外面側となる樹脂被膜層３は、金属板２に被覆した後の結晶化熱量と融解熱量と
の差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下、好ましくは１Ｊ／ｇ以上
１５Ｊ／ｇ以下、より好ましくは３Ｊ／ｇ以上１０Ｊ／ｇ以下の範囲内にある樹脂材料に
よって形成されている。結晶化熱量と融解熱量とは、示差走査熱量測定装置（Differenti
al　Scanning　Calorimetry　:　DSC）を用いて測定することができる。結晶化熱量と融
解熱量との差は被覆後の樹脂被膜層３の結晶化度の指標となるものである。樹脂被膜層３
の結晶化熱量と融解熱量との差が１Ｊ／ｇ未満である場合、成形加工後の残留応力は低減
するものの、耐衝撃性が低下し、一定以上の衝撃が加わった場合、樹脂被膜割れが発生す
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る。一方、結晶化熱量と融解熱量との差が２０Ｊ／ｇより大きい場合には、樹脂被膜層３
の結晶化度が高くなり、成形加工後の残留応力が大きくなるため、熱処理によって外観上
の欠陥が発生する。以上のことより、容器の外面側となる樹脂被膜層３の結晶化熱量と融
解熱量との差は、１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下とする。
【００３３】
　容器の内面側となる樹脂被膜層４は、金属板２に被覆した後の結晶化熱量と融解熱量と
の差が単位重量当たりに換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にある樹脂材料に
よって形成されていることが望ましい。結晶化熱量と融解熱量との差が１Ｊ／ｇ未満であ
る場合、成形加工後の耐衝撃性が低下し、一定以上の衝撃が加わった場合、樹脂被膜割れ
が発生する場合がある。一方、結晶化熱量と融解熱量との差が２０Ｊ／ｇより大きい場合
には、樹脂被膜層４の結晶化度が高くなり、成形加工後の残留応力が大きくなる。このた
め、樹脂被膜層４の割れが発生することによって耐食性が悪化する場合がある。
【００３４】
　樹脂被膜層３，４の結晶化度は、被覆前の樹脂被膜層３，４の配向度や融点、及び被覆
条件（鋼板加熱温度、被覆時面圧、被覆後の冷却までの時間、被覆後の冷却温度、ライン
速度）を調整することによって制御できる。例えば、被覆時の金属板２の加熱温度を高く
することによって、樹脂被膜層３，４の結晶化度を低くすることができる。なお、金属板
２の加熱温度は、樹脂被膜層３，４の融点より高くするが、１０～５０℃程度高くするこ
とが好ましい。また、面圧を低下させ、被覆時の加圧による樹脂被膜層３，４の冷却効果
を小さくすることにより、樹脂被膜層３，４の結晶化度を低くすることができる。また、
被覆後の冷却開始までの時間を短くして、被覆後の冷却過程における樹脂被膜層３，４の
結晶化を抑制することにより、樹脂被膜層３，４の結晶化度を低くすることができる。な
お、被覆後の冷却開始までの時間は、ラインの長さやライン速度にもよるが、０．５秒～
１０秒の範囲である。また、ライン速度を上げることによって、加熱温度が同条件でも樹
脂被膜層３，４の結晶化度を低くすることができる。これは、加熱されてから被覆される
までの放冷等の影響が少なくなるためである。
【００３５】
　樹脂被膜層３の融点は、２５０℃以上２６５℃以下の範囲内にあり、樹脂被膜層３が２
層以上の構造になっている場合は、各層の融点差は１０℃以下であることが望ましく、６
℃以下であることがより望ましく、３℃以下であることがさらに望ましい。樹脂被膜層３
の融点が２５０℃未満である場合、加工時の表面摺動や金属板２の加工発熱等によって樹
脂被膜層３が軟化しやすくなり、樹脂被膜層３の表面に成形傷が発生したり、樹脂破断に
至ったりする場合がある。一方、樹脂被膜層３の融点が２６５℃より大きい場合には、樹
脂被膜層３の結晶性が高くなり、加工度の高い加工に追随できない可能性がある。また、
各層の融点差が１０℃より大きい場合、熱処理による各層の溶融状態が大きく異なるため
、不均一な変位（流動）によって外観上の欠陥が発生しやすくなる。
【００３６】
　樹脂被膜層４の融点も樹脂被膜層３との貼り合わせという点から、２５０℃以上２６５
℃以下の範囲内にあり、樹脂被膜層４が２層以上の構造になっている場合は、各層及び樹
脂被膜層３の樹脂との融点差は１０℃以下であることが望ましく、６℃以下であることが
より望ましく、３℃以下であることがさらに望ましい。また、各層及び樹脂被膜層３の樹
脂との融点差が１０℃より大きい場合、熱処理による各層及び樹脂被膜層３の溶融状態が
大きく異なるため、不均一な変位（流動）によって欠陥が発生しやすくなる。
【００３７】
　加工度が高い成形加工を行った際に樹脂被膜層３に成形傷が発生することを抑制するた
めに、樹脂被膜層３にはワックス成分が添加されている。添加するワックス成分は特に限
定されないが、有機滑剤が好ましく、ポリエステル樹脂との相溶性が良好なステアリン酸
、ステアリン酸エステル、パルミチン酸、パルミチン酸エステル等の脂肪酸や脂肪酸エス
テル、パラフィン、ポリエチレン等の直鎖脂肪族等が使用可能であるが、特にポリエステ
ル樹脂との相溶性が良好で高融点であるカルナウバワックスを用いることが望ましい。
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【００３８】
　ワックス成分の添加量は０．０５ＰＨＲ～５ＰＨＲの範囲内とする。ワックス成分の添
加量が０．０５ＰＨＲより少ない場合、潤滑の効果が小さく、成形傷に起因する外観欠陥
抑制効果が得られない。一方、ワックス成分の添加量が５ＰＨＲより多い場合には、樹脂
被膜層３をロール状に巻いた時にワックス成分の転写等が発生して問題となる他、印刷性
が劣化する可能性がある。ワックス成分の添加量は、好ましくは０．１０ＰＨＲ～３ＰＨ
Ｒの範囲内、より好ましくは０．２０ＰＨＲ～２ＰＨＲの範囲内である。
【００３９】
　容器成形加工工程において、樹脂被膜層３が、成形加工や塗装の焼付等で熱履歴を受け
ると、ワックス成分は表面に析出して摺動性が向上する傾向になるため、樹脂被膜層３全
体に対するワックス成分の添加量が０．０５ＰＨＲ～５ＰＨＲであれば、樹脂被膜層３の
膜厚方向でのワックス成分の存在位置は限定するものではないが、樹脂被膜層３の最表面
層に添加することが好ましく、その場合の最表面層は最表面から１μｍ以上５μｍ以下で
あることが好ましい。最表面層のワックス成分は摺動性を向上させる効果が高く、最表面
層に添加した方がワックス成分の添加量が少なくても摺動性向上効果が高くなる。また、
樹脂被膜層３の最下層に添加することが好ましく、その場合の最下層は最下面から１μｍ
以上５μｍ以下であることが好ましい。最下層のワックス成分は加工時に樹脂層と金属板
との間の界面で発生する応力を緩和することにより、成形時の樹脂密着性を向上させる効
果がある。ワックス成分が添加された最表面層及び最下層の膜厚が１μｍより小さい場合
、樹脂被膜層３の成形傷が十分抑制できない場合や成形時の樹脂密着性に劣る場合があり
、製造方法によっては樹脂被膜層３の表面の光沢を十分に確保できなくなったりする場合
がある。一方、ワックス成分が添加された最表面層及び最下層の膜厚は５μｍより大きく
てもよいが、それ以上の改善効果が少なくなってくるため、５μｍ以下とすることが好ま
しい。
【００４０】
　本発明に係る樹脂被膜金属板を成形加工することによって形成された金属容器では、金
属容器の外面側に位置する樹脂被膜層３の水との接触角が８２°～１００°の範囲内にあ
ることが好ましく、８５°～９５°の範囲内にあることがさらに好ましい。樹脂被膜金属
板の製造直後では、通常、加熱時間が短時間であるため、ワックス成分は、当初添加した
層に存在している場合が多いが、容器成形加工工程において、樹脂被膜層３が、成形加工
や塗装の焼付等で熱履歴を受けると、ワックス成分は表面に析出して摺動性が向上する傾
向になる。本発明に規定するワックス成分の添加を行うことにより、本発明に係る樹脂被
膜金属板を成形加工することによって形成された金属容器では、金属容器の外面側に位置
する樹脂被膜層３の水との接触角が８２°～１００°の範囲内になっており、好適な成形
が行われたことがわかる。なお、容器成形前に容器成形後の樹脂被膜層３の水との接触角
を推定評価するためには、樹脂被膜層３に熱履歴を与えて冷却後に水との接触角を評価す
るとよい。熱履歴の条件は特に限定するものではないが、融点－５０℃以上融点＋３０℃
以下の温度で３０秒以上保持するとよい。例えば、本発明では、熱風乾燥炉を用い、９０
秒で２４０℃に到達するように加熱し、冷風にて強制冷却した後の水との接触角は、成形
加工した容器外面側に位置する樹脂被覆層３の水との接触角とよく相関があることを確認
した。また、この最適な水との接触角範囲を表面自由エネルギーの最適範囲で示すと、２
７～３３ｍＮ／ｍである。
【００４１】
　樹脂被膜層４の傷つき防止のために、樹脂被膜層３と同様に樹脂中にワックス成分を添
加しても構わない。その場合のワックス成分の添加量も、０．０５ＰＨＲ～５ＰＨＲの範
囲内とすることが望ましい。
【００４２】
　樹脂被膜層３は、印刷処理等の意匠性を高めるための処理が可能なように、白色である
ことが求められる場合がある。このため、樹脂被膜層３は、５ＰＨＲ以上３０ＰＨＲ以下
、好ましくは１０ＰＨＲ以上２５ＰＨＲ以下、より好ましくは１２ＰＨＲ以上２０ＰＨＲ
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以下の範囲内で酸化チタンを含有していることが望ましい。酸化チタンの含有量が５ＰＨ
Ｒ未満である場合、加工後に十分な白色度が確保できない場合がある。一方、酸化チタン
の含有量が３０ＰＨＲより多い場合には、加工度が高い成形加工を行った際、金属板２と
樹脂被膜層３との密着性や加工性が問題となる場合がある。
【００４３】
　白色度を確保するためには、樹脂被膜層３全体の樹脂量に対する酸化チタン量が５ＰＨ
Ｒ以上３０ＰＨＲ以下の範囲内であり、膜厚が１０μｍ以上であることが好ましい。また
、最表面付近の酸化チタン量が高い場合、成形後の表面から脱離しやすくなるため、樹脂
被膜層３の最表面から少なくとも１μｍまでの位置での酸化チタン量は２ＰＨＲ以下とす
ることが好ましい。また、最下面付近の酸化チタン量が高い場合、下地金属との密着性が
低下しやすくなるため、最下面から少なくとも１μｍまでの範囲内での酸化チタン量も２
ＰＨＲ以下とすることがさらに好ましい。
【００４４】
　樹脂被膜層３に添加する酸化チタンとしては、特に限定されないが、ルチル型酸化チタ
ンが９０％以上のものを用いることが好ましい。ルチル型酸化チタンが９０％より低い場
合、樹脂材料との混合時に酸化チタンの分散性が良くなく、また、樹脂材料の分子量低下
を招くことがある。なお、本願実施例及び比較例では、ルチル型酸化チタンを使用した。
酸化チタンの添加方法としては、以下の（１）～（３）に示すような各種方法を用いるこ
とができる。なお、方法（１）を利用して酸化チタンを添加する場合には、酸化チタンを
グリコールに分散したスラリーとして反応系に添加することが望ましい。また、酸化チタ
ンを添加した樹脂被膜層３の厚みは、加工後の白色度を確保するために、１０～４０μｍ
、好ましくは１２～３５μｍ、より好ましくは１５～２５μｍの範囲内にすることが望ま
しい。樹脂被膜層３の厚みが１０μｍ未満である場合、加工時に樹脂被膜層３の割れが生
じやすくなる。一方、樹脂被膜層３の厚みが４０μｍより大きい場合には、成形による残
留応力が大きくなりすぎて密着性が劣る場合があるためである。
【００４５】
（１）共重合ポリエステル合成時のエステル交換又はエステル化反応の終了前、若しくは
重縮合反応開始前に酸化チタンを添加する方法
（２）共重合ポリエステルに添加し、溶融混練する方法
（３）方法（１），（２）において、酸化チタンを多量に添加したマスターペレットを製
造し、粒子を含有しない共重合ポリエステルと混練し、所定量の酸化チタンを含有させる
方法
【００４６】
　また、酸化チタンとフィルム樹脂との間の密着性を良くするため、酸化チタン表面をシ
リカやアルミナ等で表面処理することが好ましい。
【００４７】
　前述したように、樹脂被膜層３，４は、全体が同じ組成である単層でもよく、複層構造
であってもよい。また、樹脂被膜層３，４は、単層の場合でも複層の場合でも、合計が１
０μｍ以上４０μｍ以下の範囲内であることが好ましい。１０μｍ未満であると、加工時
に樹脂被膜層３に割れが生じて被覆性が劣る場合があり、４０μｍ超の場合、成形による
残留応力が大きくなりすぎて密着性が劣る場合があるためである。また、樹脂被膜層３，
４が所定の構成になっていれば、層の形成方法は限定するものではない。例えば、複数の
成分の異なるフィルムを積層してもよいし、複数成分を溶融押し出し法でフィルムに形成
してもよい。なお、複数の成分の異なるフィルムをそれぞれ形成してから積層してフィル
ムを形成する場合は、密着性等の観点から各層の厚みは１μｍ以上であることが好ましい
が、フィルムに塗装等の方法で層を形成したり、溶融押し出し等で同時に複数層を形成す
る場合は、各層の厚みはさらに薄くしてもよく、また、層が明確に分かれていなくてもよ
い。
【実施例１】
【００４８】
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　金属板として厚さ０．２３ｍｍのＴ３ＣＡ（ＪＩＳ　Ｇ　３３０３）、ＴＦＳ（Tin　F
ree　Steel、金属Ｃｒ層：１２０ｍｇ／ｍ２、Ｃｒ酸化物層：金属Ｃｒ換算で１０ｍｇ／
ｍ２）を用い、フィルム熱圧着法を用いて金属板の両面に以下の表１Ａ，１Ｂに示す実施
例１～３８及び比較例１～１２の樹脂被膜層を形成した。具体的には、金属板を樹脂被膜
層の融点より２０℃高い温度まで加熱した状態で、ニップロールを利用して二軸延伸法で
作製したフィルム状の樹脂被膜層を金属板に熱圧着し、次いで５秒以内の水冷によって冷
却することにより、金属板の両面に樹脂被膜層を被覆した。なお、成形加工後に容器の外
面側に位置する金属板の一方の面側には酸化チタンを含む場合と含まない場合の樹脂被膜
層（外面樹脂層）、成形加工後に容器の内面側に位置する金属板のもう一方の面側には酸
化チタンを含まない樹脂被膜層（内面樹脂層）を被覆した。また、得られた樹脂被膜金属
板について、以下に示す方法を利用して、樹脂被膜層の融点、樹脂被膜層の結晶化熱量、
及び樹脂被膜層の融解熱量を測定した。また、外面樹脂層については、その白色度及び熱
処理後の水との接触角を測定した。測定結果を以下の表１Ａ，１Ｂに示す。
【００４９】
（１）樹脂被膜層の融点
　示差走査熱量測定装置を用いて１０℃／分の昇温速度、窒素ガス流量５０ｍｌ／分で、
室温から２９０℃まで被覆前の樹脂被膜層を昇温したときの吸熱ピークを測定し、２００
～２８０℃の間で測定された吸熱ピークのピーク温度を樹脂被膜層の融点とした。
【００５０】
（２）結晶化熱量及び融解熱量
　希釈した塩酸により樹脂被膜金属板の金属表面を溶解して樹脂被膜層を剥離し、剥離し
た樹脂被膜層を十分に蒸留水で洗浄して乾燥させた。なお、以後、剥離した樹脂被膜層で
の評価が必要な場合は、本方法を用いた。そして、示差走査熱量測定装置を用いて、１０
℃／分の昇温速度、窒素ガス流量５０ｍｌ／分で－５０℃から２９０℃まで樹脂被膜層を
昇温したときの発熱ピーク及び吸熱ピークを測定し、１００～２００℃の間で観測された
発熱ピークの面積から結晶化熱量を算出し、２００℃～２８０℃の間で観測された吸熱ピ
ークの面積から融解熱量を算出した。なお、外面樹脂層については、酸化チタンの含有量
を除いた重量を樹脂量として、樹脂単位重量当たりの結晶化熱量及び融解熱量を算出した
。
【００５１】
（３）白色度
　分光色差計を用いて樹脂被膜金属板の樹脂被膜層３の白色度をＪＩＳ　Ｚ　８７２２に
示される方法で評価した。測定面積は３０ｍｍφ、測定光源をＣ条件、測定光源に対して
２°視野の観察条件で測定したハンター（Ｈｕｎｔｅｒ）Ｌａｂ値のＬ値を白色度とした
。なお、Ｌ値が７５以上の場合に白色被膜として好適である。
【００５２】
（４）熱処理後の水との接触角
　熱風乾燥炉を用いて、金属板温度が２４０℃になるまで９０秒で加熱して、冷風にて強
制冷却した後に、接触角計（協和界面科学（株）製ＣＡ－ＤＴ型）を用いて、水の樹脂被
膜層３に対する静的接触角を測定した。
【００５３】
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【表１Ａ】

【００５４】
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【表１Ｂ】

【００５５】
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〔評価〕
　表１Ａ，１Ｂに記載の樹脂被膜金属板について、以下に示す方法を利用してその成形性
、外観、耐食性、加工後密着性、及び耐衝撃性を評価した。評価結果を以下の表２に示す
。表２に示すように、実施例１～３８の樹脂被膜金属板では、成形性及び外観の評点は「
◎◎◎」「◎◎」「◎」又は「○」であったのに対して、比較例１～１１の樹脂被膜金属
板では、成形性及び外観の評点は「△」「×」であった。ここで、表１Ａ，１Ｂを参照す
ると、実施例１～３８の樹脂被膜金属板では、外面樹脂層がエチレンテレフタレート単位
９７ｍｏｌ％以上であり、且つ、０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内のワックス成
分を含有し、金属板に被覆された後の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換
算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の樹脂材料によって形成されている。これに対して、
比較例１～１１の樹脂被膜金属板では、樹脂組成、ワックス成分、又は外面樹脂層の結晶
化熱量と融解熱量との差のいずれかが異なり、また比較例１２の樹脂被膜金属板では、外
面樹脂層は結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して０Ｊ／ｇの樹脂材料
によって形成されている。
【００５６】
（１）成形性
　表１Ａ，１Ｂに記載の樹脂被膜金属板に直径１２３ｍｍの円板を打ち抜き、絞り比１．
７で浅絞り缶を成形した。次に、この浅絞り缶に対し、絞り比１．４で再絞り加工及びＤ
Ｉ加工を行い、深絞り缶を成形した。このようにして得られた深絞り缶を、その後の印刷
、焼き付けの熱履歴を模擬するために、熱風乾燥炉を用いて缶体温度が２５０℃になるま
で２分間で加熱した後、冷風にて強制冷却した。そして、成形後に樹脂被膜表面の成形傷
を目視で観察し、以下に示す基準に従って評点をつけた。
評点「◎◎◎」：フィルムの成形傷が全く観察されない場合。
評点「◎◎」：フィルムの成形傷が缶フランジ部分から１ｍｍ以内の高さ位置に発生した
場合。
評点「◎」：フィルムの成形傷が缶フランジ部分から１ｍｍを超えて３ｍｍ以内の高さ位
置に発生した場合。
評点「○」：フィルムの成形傷が缶フランジ部分から３ｍｍを超えて５ｍｍ以内の高さ位
置に発生した場合。
評点「△」：フィルムの成形傷が缶フランジ部分から５ｍｍを超えて１０ｍｍ以内の高さ
位置に発生した場合。
評点「×」：フィルムの成形傷が缶フランジ部分から１０ｍｍを超えた高さ位置まで発生
した場合。
【００５７】
（２）外観
　表１Ａ，１Ｂに記載の樹脂被膜金属板に、直径１５８ｍｍの円板を打ち抜き、絞り比１
．７で浅絞り缶を得た。次いで、この浅絞り缶に対し、絞り比１．５で再絞り加工を行い
、深絞り缶を成形した。このようにして得られた深絞り缶を、その後の印刷、焼き付けの
熱履歴を模擬するために、熱風乾燥炉を用いて缶体温度が２５０℃になるまで２分間で加
熱した後、冷風にて強制冷却した。冷却後の外面フィルムの状態を目視で観察し、以下に
示す基準に従って評点をつけた。
評点「◎◎◎」：表面凹凸の欠陥が全く観察されない場合。
評点「◎◎」：表面凹凸の欠陥が缶フランジ部分から１ｍｍ以内の高さ位置に発生した場
合。
評点「◎」：表面凹凸の欠陥が缶フランジ部分から１ｍｍを超えて２ｍｍ以内の高さ位置
に発生した場合。
評点「○」：表面凹凸の欠陥が缶フランジ部分から２ｍｍを超えて３ｍｍ以内の高さ位置
に発生した場合。
評点「△」：表面凹凸の欠陥が缶フランジ部分から３ｍｍを超えて５ｍｍ以内の高さ位置
に発生した場合。
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合。
【００５８】
（３）耐食性
　外観評価において成形及び熱処理を行った深絞り缶の缶フランジ部の樹脂被膜層を削り
金属板を露出させた。その後、缶内に５％の食塩水を注入し、これに白金電極を浸漬させ
（浸漬させた位置は缶中央部）、白金電極及び缶のフランジ部（鋼板露出部）をそれぞれ
陰極及び陽極として電極間に６Ｖの電圧をかけ、４秒後の電流値を読み取った。そして、
１０缶測定後の電流値の平均値を求め、以下に示す基準に従って評点をつけた。
評点「◎◎」：電流値０．００１ｍＡ未満
評点「◎」：電流値０．００１ｍＡ以上、０．０１ｍＡ未満
評点「○」：電流値０．０１ｍＡ以上、０．１ｍＡ未満
評点「△」：電流値０．１ｍＡ以上、１．０ｍＡ未満
評点「×」：電流値１．０ｍＡ以上
【００５９】
（４）加工後密着性
　外観評価において成形した深絞り缶の缶胴部からピール試験用のサンプル（幅１５ｍｍ
×長さ１２０ｍｍ）を切り出した。切り出したサンプルの長辺側端部から缶外面側の樹脂
被膜層を一部剥離し、剥離した樹脂被膜層を樹脂被膜層が剥離された金属板とは反対方向
（角度：１８０度）に開き、引張速度３０ｍｍ／ｍｉｎでピール試験を行い、以下に示す
基準に従って幅１５ｍｍあたりの密着力を評価した。
評点「◎」：３．０Ｎ／１５ｍｍ以上
評点「○」：２．０Ｎ／１５ｍｍ以上、３．０Ｎ／１５ｍｍ未満
評点「△」：１．０Ｎ／１５ｍｍ以上、２．０Ｎ／１５ｍｍ未満
評点「×」：１．０Ｎ／１５ｍｍ未満
【００６０】
（５）耐衝撃性
　外観評価において成形及び熱処理を行った深絞り缶の缶胴部から衝撃試験用のサンプル
（幅８０ｍｍ×長さ８０ｍｍ）を切り出し、缶外面側が凸になるようにして、先端半径６
．３５ｍｍ、荷重３００ｇ、高さ１００ｍｍのデュポン衝撃試験を行った（ＪＩＳ　Ｋ　
５６００準拠）。そして、凸部側（缶外面側）の衝撃部に５％の食塩水を浸したスポンジ
を当て、これに白金電極を当てた。白金電極及び衝撃試験サンプル端（鋼板露出部）をそ
れぞれ陰極及び陽極として電極間に６．２Ｖの電圧をかけて４秒後の電流値を読み取り、
１０缶測定後の平均値を求めた。
評点「◎」：電流値０．０５ｍＡ未満
評点「○」：電流値０．０５ｍＡ以上、０．５ｍＡ未満
評点「△」：電流値０．５ｍＡ以上、５ｍＡ未満
評点「×」：電流値５ｍＡ以上
【００６１】
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【表２】

【実施例２】
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【００６２】
　金属板として厚さ０．２３ｍｍのＴ３ＣＡ（ＪＩＳ　Ｇ　３３０３）、ＴＦＳ（Tin　F
ree　Steel、金属Ｃｒ層：１２０ｍｇ／ｍ２、Ｃｒ酸化物層：金属Ｃｒ換算で１０ｍｇ／
ｍ２）を用い、フィルム熱圧着法を用いて金属板の両面に以下の表３Ａ～３Ｄに示す実施
例１０１～１４１及び比較例１０１～１１２の樹脂被膜層を形成した。具体的には、表３
Ａ～３Ｄに示す２層または３層の樹脂被膜層をフィルムとして積層し、金属板を樹脂被膜
層の融点（各層の融点が異なる場合は、最も高い層の融点とする）より２０℃高い温度ま
で加熱した状態で、ニップロールを利用して二軸延伸法で作製したフィルム状の樹脂被膜
層を金属板に熱圧着し、次いで５秒以内の水冷によって冷却することにより、金属板の両
面に樹脂被膜層を被覆した。なお、成形加工後に容器の外面側に位置する金属板の一方の
面側には酸化チタンを含む場合と含まない場合の樹脂被膜層（外面樹脂層）、成形加工後
に容器の内面側に位置する金属板のもう一方の面側には酸化チタンを含まない樹脂被膜層
（内面樹脂層）を被覆した。また、得られた樹脂被膜金属板について、上記［実施例１］
と同じ方法を利用して樹脂被膜層の融点、樹脂被膜層の結晶化熱量、及び樹脂被膜層の融
解熱量を測定した。また、外面樹脂層については、その白色度及び熱処理後の水との接触
角を測定した。測定結果を以下の表３Ａ～３Ｄに示す。
【００６３】
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【表３Ａ】

【００６４】
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【表３Ｂ】

【００６５】



(20) JP WO2016/136099 A1 2016.9.1

10

20

30

40

50

【表３Ｃ】

【００６６】
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【表３Ｄ】

【００６７】
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〔評価〕
　上記表３Ａ～３Ｄに記載の樹脂被膜金属板について、上記［実施例１］と同じ方法を利
用してその成形性、外観、耐食性、加工後密着性、及び耐衝撃性を評価した。評価結果を
以下の表４に示す。表４に示すように、実施例１０１～１４１の樹脂被膜金属板では、成
形性及び外観の評点は「◎◎◎」「◎◎」「◎」又は「○」であったのに対して、比較例
１０１～１１０，１１２の樹脂被膜金属板では、成形性及び外観の評点は「○」「△」「
×」であった。ここで、表３Ａ～３Ｄを参照すると、実施例１０１～１４１の樹脂被膜金
属板では、外面樹脂層が２層以上の構造を有し、最表面層の膜厚が１μｍ以上であり、各
層の樹脂被膜層がいずれもエチレンテレフタレート単位９７ｍｏｌ％以上であり、最表面
層が０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内のワックス成分を含有し、且つ、ワックス
成分量を樹脂被膜全体の樹脂量に対して換算すると０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下であ
り、金属板に被覆された後の樹脂被膜層の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たり
に換算して１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にある樹脂材料によって形成されている
。これに対して、比較例１０１～１１０，１１２の樹脂被膜金属板では、樹脂組成、ワッ
クス成分、又は外面樹脂層の結晶化熱量と融解熱量との差のいずれかが異なり、また比較
例１１１の樹脂被膜金属板では、外面樹脂層は結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当
たりに換算して０Ｊ／ｇの樹脂材料によって形成されている。
【００６８】
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【表４】

【実施例３】
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【００６９】
　金属板として厚さ０．２３ｍｍのＴ３ＣＡ（ＪＩＳ　Ｇ　３３０３）、ＴＦＳ（Tin　F
ree　Steel、金属Ｃｒ層：１２０ｍｇ／ｍ２、Ｃｒ酸化物層：金属Ｃｒ換算で１０ｍｇ／
ｍ２）を用い、フィルム熱圧着法を用いて金属板の両面に以下の表５Ａ～５Ｅに示す実施
例２０１～２３７及び比較例２０１～２１１の樹脂被膜層を形成した。具体的には、表５
Ａ～５Ｅに示す構成にフィルムを積層し、金属板を樹脂被膜層の融点（各層の融点が異な
る場合は、最も高い層の融点とする）より２０℃高い温度まで加熱した状態で、ニップロ
ールを利用して二軸延伸法で作製したフィルム状の樹脂被膜層を金属板に熱圧着し、次い
で５秒以内の水冷によって冷却することにより、金属板の両面に樹脂被膜層を被覆した。
なお、成形加工後に容器の外面側に位置する金属板の表面側には酸化チタンを含む場合と
含まない場合の樹脂被膜層（外面樹脂層）、成形加工後に容器の内面側に位置する金属板
の裏面側には酸化チタンを含まない樹脂被膜層（内面樹脂層）を被覆した。また、得られ
た樹脂被膜金属板について、上記［実施例１］及び［実施例２］と同じ方法を利用して樹
脂被膜層の融点、樹脂被膜層の結晶化熱量、及び樹脂被膜層の融解熱量を測定した。また
、外面樹脂層については、その白色度及び熱処理後の水との接触角を測定した。測定結果
を以下の表５Ａ～５Ｅに示す。
【００７０】
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【表５Ａ】

【００７１】
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【表５Ｂ】

【００７２】
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【表５Ｃ】

【００７３】
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【表５Ｄ】

【００７４】
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【表５Ｅ】

【００７５】
〔評価〕
　上記表５Ａ～５Ｅに記載の樹脂被膜金属板について、上記［実施例１］及び［実施例２
］と同じ方法を利用してその成形性、外観、耐食性、加工後密着性、及び耐衝撃性を評価
した。評価結果を以下の表６に示す。表６に示すように、実施例２０１～２３７の樹脂被
膜金属板では、成形性及び外観の評点は「◎◎◎」「◎◎」「◎」又は「○」であったの
に対して、比較例２０１～２１０の樹脂被膜金属板では、成形性及び外観の評点は「◎」
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「○」「△」「×」であった。ここで、表５Ａ～５Ｅを参照すると、実施例２０１～２３
７の樹脂被膜金属板では、外面樹脂層が最表面層、中間層、及び最下層からなる３層構造
を有し、３層の樹脂被膜層がいずれもエチレンテレフタレート単位９７ｍｏｌ％以上であ
り、最表面及び最下面からそれぞれ１μｍ以上５μｍ以下のワックス成分を含有する層を
有し、ワックスを含有している層での樹脂量に対するワックス量及び樹脂被膜層全体の樹
脂量に対するワックス量が共に０．０５ＰＨＲ以上５ＰＨＲ以下の範囲内であり、金属板
に被覆された後の樹脂被膜層の結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して
１Ｊ／ｇ以上２０Ｊ／ｇ以下の範囲内にある樹脂材料によって形成されている。これに対
して、比較例２０１～２１０の樹脂被膜金属板では、樹脂組成、ワックス成分、又は外面
樹脂層の結晶化熱量と融解熱量との差のいずれかが異なり、また比較例２１１の樹脂被膜
金属板では、外面樹脂層は結晶化熱量と融解熱量との差が単位重量当たりに換算して０Ｊ
／ｇの樹脂材料によって形成されている。
【００７６】
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【表６】

【産業上の利用可能性】
【００７７】
　本発明によれば、成形及び熱処理によって外観上の欠陥が発生することを抑制可能な樹
脂被膜金属板、樹脂被膜金属板の製造方法、及び金属容器を提供することができる。
【符号の説明】
【００７８】
　１　樹脂被膜金属板
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　２　金属板
　３，４　樹脂被膜層

【図１】
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【国際調査報告】
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